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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第74期

第３四半期
連結累計期間

会計期間
自2022年７月１日
至2023年３月31日

売上高 (千円) 9,984,628

経常利益 (千円) 544,896

親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 402,985

四半期包括利益 (千円) 293,271

純資産額 (千円) 7,224,693

総資産額 (千円) 14,547,628

１株当たり四半期純利益 (円) 80.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) －

自己資本比率 (％) 49.7

回次
第74期

第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2023年１月１日
至2023年３月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 45.53

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染防止対策と経済活動の両立が進み、

景気に持ち直しの動きが見られる一方、金利上昇による世界経済の減速懸念、ウクライナ情勢の影響などを背景と

した各種価格の高騰により、景気の先行き不透明な状況が続いております。

印刷業界におきましては、情報媒体のデジタルシフトによる紙媒体の需要縮小や競争激化が継続していることに

加えて、想定以上の原材料価格やエネルギー価格の高騰により、厳しい経営環境が続いております。

こうした環境下にあって当社グループは、環境対応のパッケージ製品の開発・販売に注力するとともに、「発想

から発送までのワンストップソリューション」をクロスメディアプロモーションで実現し、プリントメディアから

デジタルメディアまでの領域をワンストップで提供するビジネスモデルを推進しております。また、生産性向上、

経費削減を進めるとともに、原材料価格の高騰には販売価格への転嫁を進め、品質を維持しつつ価値を提供できる

提案を行っております。

商品分野別の業績の概況は次のとおりであります。

パッケージング分野の売上高は、観光業やテーマパーク向けなどのパッケージ需要の増加や、中国の底堅い経済

活動により、62億４百万円となりました。

コミュニケーション分野の売上高は、新年度向けのギフトカタログ需要の増加などにより、37億80百万円となり

ました。

以上の結果、売上高99億84百万円、営業利益３億54百万円、経常利益５億44百万円、親会社株主に帰属する四半

期純利益４億２百万円となりました。

　 （２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産額は、145億47百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億２百万円増加

しました。その内訳と増減要因については、次のとおりであります。

(資産)

流動資産は63億53百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億58百万円増加しました。これは主に、現金及び

預金の増加１億11百万円、受取手形及び売掛金の増加４億42百万円、未収入金の増加２億29百万円によるもので

あります。

固定資産は81億94百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億43百万円増加しました。これは主に、リース資

産の増加３億円、投資有価証券の減少１億７百万円によるものであります。

(負債)

流動負債は56億65百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億47百万円増加しました。これは主に、電子記録

債務の増加２億87百万円、短期借入金の増加２億円、前受金の増加３億99百万円によるものであります。

固定負債は16億57百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億12百万円減少しました。これは主に、長期前受

金の減少４億17百万円によるものであります。

(純資産)

純資産は72億24百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億68百万円増加しました。これは主に、親会社株主

に帰属する四半期純利益４億２百万円の計上により利益剰余金が増加したこと、および為替換算調整勘定の減少

32百万円、その他有価証券評価差額金の減少77百万円によるものであります。

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間における当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題についての重要
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な変更、または、新たに生じた優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題はありません。

（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、８百万円であります。なお、当第３

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年５月18日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,185,000 6,185,000 非上場 ―

計 6,185,000 6,185,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年３月31日 ― 6,185,000 ― 309,250 ― 16,000

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 1,187,986
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,997,014 4,997,014 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 6,185,000 ― ―

総株主の議決権 ― 4,997,014 ―

② 【自己株式等】

2023年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
笹徳印刷株式会社

愛知県豊明市栄町大脇７番
地

1,187,986 ― 1,187,986 19.21

計 ― 1,187,986 ― 1,187,986 19.21
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２ 【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項及び株式会社名古屋証券取引所の有価証券上場

規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に準じて、第３四半期連結会計期間

(2023年１月１日から2023年３月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年７月１日から2023年３月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,649,071

受取手形及び売掛金 2,492,060

電子記録債権 1,020,242

商品及び製品 412,396

仕掛品 323,779

原材料及び貯蔵品 132,274

その他 327,616

貸倒引当金 △4,100

流動資産合計 6,353,342

固定資産

有形固定資産

　 建物及び構築物(純額) 2,305,172

　 機械装置及び運搬具(純額) 286,234

　 土地 2,241,831

　 リース資産(純額) 300,566

　 その他(純額) 69,196

　 有形固定資産合計 5,203,002

無形固定資産 73,731

投資その他の資産

　 投資有価証券 2,654,857

　 その他 280,187

　 貸倒引当金 △17,492

　 投資その他の資産合計 2,917,552

固定資産合計 8,194,286

資産合計 14,547,628
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 802,318

　 電子記録債務 2,659,764

短期借入金 700,000

　 1年内返済予定の長期借入金 311,686

　 リース債務 22,258

未払法人税等 92,319

賞与引当金 164,684

その他 912,660

流動負債合計 5,665,692

固定負債

長期借入金 472,105

　 リース債務 286,394

　 繰延税金負債 548,612

役員退職慰労引当金 98,577

その他 251,553

固定負債合計 1,657,243

負債合計 7,322,935

純資産の部

株主資本

資本金 309,250

資本剰余金 16,000

利益剰余金 5,761,732

自己株式 △358,830

株主資本合計 5,728,152

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,294,609

　 為替換算調整勘定 201,931

その他の包括利益累計額合計 1,496,540

純資産合計 7,224,693

負債純資産合計 14,547,628
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

　売上高 9,984,628

　売上原価 7,977,656

　売上総利益 2,006,971

　販売費及び一般管理費 1,652,246

　営業利益 354,725

　営業外収益

　 受取利息 5,980

　 受取配当金 36,847

　 受取賃貸料 23,344

　 保険解約返戻金 99,284

　 その他 38,338

　 営業外収益合計 203,796

　営業外費用

　 支払利息 9,398

　 その他 4,227

　 営業外費用合計 13,625

　経常利益 544,896

　特別利益

受取保険金 30,270

　 受取補償金 17,536

　 特別利益合計 47,806

　特別損失

災害による損失 26,746

固定資産除却損 331

投資有価証券評価損 576

　 特別損失合計 27,654

　税金等調整前四半期純利益 565,049

　法人税、住民税及び事業税 189,598

　法人税等調整額 △27,533

　法人税等合計 162,064

　四半期純利益 402,985

　親会社株主に帰属する四半期純利益 402,985
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

　四半期純利益 402,985

　その他の包括利益

　 その他有価証券評価差額金 △77,555

　 為替換算調整勘定 △32,158

　 その他の包括利益合計 △109,713

　四半期包括利益 293,271

　 (内訳)

　 親会社株主に係る四半期包括利益 293,271
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することといたしました。当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

減価償却費 190,084千円

(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自 2022年７月１日　至 2023年３月31日)

１ 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年9月29日
定時株主総会

普通株式 24,985 5.00 2022年6月30日 2022年9月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間(自 2022年７月１日　至 2023年３月31日)

当社グループは、印刷事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日　
至 2023年３月31日)

パッケージング分野 6,204,018

コミュニケーション分野 3,780,609

顧客との契約から生じる収益 9,984,628

外部顧客への売上高 9,984,628

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり四半期純利益 80円65銭

(算定上の基礎)

　親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 402,985

　普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益(千
円)

402,985

　普通株式の期中平均株式数(株) 4,997,014

(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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